








































































事 業 計 画 書 

Ⅰ．事業全般 
（１）財団事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、中長期的な視点で事業を計画的且つ着実に実

施する。 

（２）財団事業を、一般会計事業と特別会計事業に区分し収支管理を徹底し、それぞれ的確に

且つ効率的に実施する。 

（３）つくばセンター地区など、地域社会に貢献する活動を積極的に実施する。 

（４）利用者や来訪者の視点に立ち、駐車場の利便性・快適性の向上や地域と連携した活性化

を通じて、つくばセンター地区の魅力を高め、賑わいの創出により、財団事業の運営健全

化に努める。 

 
Ⅱ．一般会計事業 

１．社会協力事業 
（１）「茨城県駐車場協会」や「つくば中央地区路上駐車対策協議会」の会長及び事務局及び

「つくばセンター地区活性化協議会」の役員及び事務局支援により地域が連携した活動に

寄与する。 

（２）つくば市に対する交通関連施設等（交通安全関連や公共空間のストリートファニチャー

など）の寄贈等を通じて地域社会に貢献する事業を行う。 

（３）つくばセンター地区の賑わい創出に向け、域内の団体と協力した活性化の事業活動を、

積極的に実施する。 

（４）「まつりつくば」や「つくば光の森」などつくばセンター地区周辺での地域活動に、積

極的に協力・協賛する。 

２．調査研究事業 
（１）つくばセンター地区周辺の交通動態について調査を行い、地域交通の基礎的データの集

積を行う。また、新しい都市交通の取り組みや地域貢献事業（又は活動）に関する国内の

事例調査を行う。 

（２）つくばセンター地区の賑わい創出に関連して、必要となる歩行空間の活用に関する具体

方策の検討を、関係団体と協力して行う。 

（３）上記の調査の成果を、ＴＵＴＣライブラリーに取りまとめ、関係機関及び一般市民に配

布する。 

 

Ⅲ．特別会計事業 

１．駐車場事業 
（１）立体駐車場（４箇所 普通車 2,796 台収容）、平面駐車場（３箇所 普通車 1,317 台＋

大型車 13 台収容（又は、普通車 1,370 台））の計７駐車場（普通車 4,113 台＋大型車 13

台（又は普通車 4,166 台））を管理運営し、つくばセンター地区内への来訪者の駐車需要

に対応する。 

（２）料金システムについては、時間制駐車料金・定期利用料金・回数券・サービス券及びレ

シートバック契約料金により、昨年に引き続き利用者サービスを行うほか、これまでの料

金体系に加えて、定期利用客に対する法人定期契約者への大口割引を導入し、地域の業務

用駐車需要に的確に対応を図っていく。 

 



 

また、時間制駐車料金について、駐車場の利用実態（混雑等）を勘案し、利用者の利

便向上を図るため、夜間・早朝等の時間帯ごとの利用料金のあり方を検討する。 

（３）既存立体駐車場について、中長期的な視点から安全の確保や環境への配慮及び長寿命化

に向けた検討を行い、順次、修繕工事を実施する。 

（４）車室の改良やトイレの改善・買い物カート置き場の設置などの整備、塗装・照明設備の

改善などにより、駐車場を利用するお客様の利便性・快適性を図る。 

また、駐車場利用者の二次交通手段としてのレンタサイクルについて、実験的導入の

成果を踏まえ推進する。 

（５）新規の立体駐車場整備については、今後の需要推計を基に、既存施設の利用効率向上を

図りつつ、建設計画等（建設場所、建設時期、規模等）の見直しを行う。 

（６）道路法に基づく自動二輪車の駐車場については、上記の新規立体駐車場整備に合わせて

必要な措置を講ずる。 

また、自転車駐車場について、つくば市の計画と連携を図り、その整備（整備場所、

整備時期、規模等）について検討する。 

２．まち育て事業 
（１）昨年度実施した「つくば光の森」にタイアップした「つくばセンター地区活性化協議会

（以下「活性化協議会」という）のウインターイルミネーションを継続するとともに、つ

くばセンター地区の活性化に資する装飾などを、地域と協働して年間を通じ企画・実施す

る。 

（２）まちの活性化に向けて、活性化協議会の事務局を支援し、積極的に取り組むと共に、有

識者や関係者を交えた「公共空間の活用に係る検討」を実施する。 

また、上記活性化に関連して、財団所有の空間（プラザパフォーマンス広場、南３パ

ークビル空室など）の活用についても企画し、実施する。 

３．賃貸事業 
（１）南３パークビル及び財団事務所ビル等の賃貸施設（延床 2,972 ㎡、１５区画）について、

引き続き適切な運営管理を行うと共に、空区画のテナント誘致活動を積極的に推進し、空

区画の解消を図る。 

（２）駐車場内等の自動販売機コーナーのリフレッシュ空間としての環境整備を行い、利用者

の利便性向上に寄与すると共に、立体駐車場内の壁面等を利用し、県内の広告事業者との

広告物掲載契約に取り組む。 

 
Ⅳ．その他 

平成２０年１２月１日の公益法人制度改革関連法の施行に伴い、平成２５年１１月末日の新法

人形態への移行期限に向けて検討を重ねているが、法人形態の選択については公益財団法人への

移行認定に関する法令等の基準が厳しく当財団においてそのクリアーが困難と思われるので一

般財団法人への移行を目指すこととする。 

このため、移行認可申請に必要な公益目的支出計画をまとめるとともに、定款案等申請に必要

な書類（申請直前事業年度である平成２２年度決算書を含む）を作成の上、認可行政庁である茨

城県に移行認可申請を行うことを目指す。 

 



（非課税公益事業） （単位 ： 千円）

平 成 23 年 度
予 算 額

①

平 成 22 年 度
予 算 額

②

増 減
① － ②

備 考

24 59 △ 35

24 59 △ 35

25 37 △ 12

25 37 △ 12

20,000 15,000 5,000

20,000 15,000 5,000

20,049 15,096 4,953

14,000 10,734 3,266

4,000 4,409 △ 409

10,000 6,325 3,675

4,776 4,014 762

3,446 2,705 741

1,330 1,309 21

18,776 14,748 4,028

1,273 348 925

68 480 △ 412

68 480 △ 412

68 480 △ 412

303 216 87

303 216 87

303 216 87

△ 235 264 △ 499

0 0 0

1,000 0 1,000

（Ａ） 38 612 △ 574

（Ｂ） 183,991 183,379 612

184,029 183,991 38

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

2

社 会 協 力 事 業 費

投 資 活 動 収 入

Ⅲ

退 職 給 付 引 当 資 産 支 出

投 資 活 動 支 出 計

投 資 活 動 収 支 差 額

財 務 活 動 収 支 の 部

投 資 活 動 収 支 の 部

事 業 活 動 支 出 計

収支予算書 （一般会計）
平成23年 4月 1日から平成24年 3月31日まで

Ⅰ

科 目

事 業 活 動 収 支 の 部

基 本 財 産 運 用 収 入

繰 入 金 収 入

雑 収 入

受 取 利 息

基 本 財 産 利 息 収 入

Ⅱ

１

退職給付引当資産取崩収入

2

Ⅳ

財 務 活 動 収 支 差 額

投 資 活 動 支 出

次 期 繰 越 収 支 差 額 （ A ＋ B ）

一 般 管 理 費

事 業 活 動 収 支 差 額

人 件 費

調 査 研 究 事 業 費

1

特 定 資 産 取 崩 収 入

投 資 活 動 収 入 計

事 業 活 動 収 入

事 業 活 動 収 入 計

管 理 費

特 別 会 計 繰 入 金 収 入

事 業 活 動 支 出

事 業 費

特 定 資 産 支 出

予 備 費 支 出

当 期 収 支 差 額

前 期 繰 越 収 支 差 額



 （課税対象公益事業） （単位 ： 千円）

平 成 23 年 度
予 算 額

①

平 成 22 年 度
予 算 額

②

増 減
① － ②

備 考

1,063,864 1,116,123 △ 52,259

937,913 985,423 △ 47,510

125,951 128,172 △ 2,221

0 2,528 △ 2,528

274 734 △ 460

102 1,611 △ 1,509

102 246 △ 144

0 1,365 △ 1,365

1,064,240 1,118,468 △ 54,228

546,192 535,976 10,216

510,675 499,617 11,058

35,517 33,831 1,686

0 2,528 △ 2,528

199,628 242,766 △ 43,138

135,776 148,388 △ 12,612

63,852 94,378 △ 30,526

24,800 34,294 △ 9,494

20,000 15,000 5,000

20,000 15,000 5,000

790,620 828,036 △ 37,416

273,620 290,432 △ 16,812

4,526 40,322 △ 35,796

4,526 34,130 △ 29,604

0 6,192 △ 6,192

0 1,774 △ 1,774

4,526 42,096 △ 37,570

事 業 活 動 収 支 差 額

投 資 活 動 収 支 の 部

退職給付引当資産取崩収入

特 定 資 産 取 崩 収 入

Ⅱ

１

一 般 会 計 繰 入 金 支 出

投 資 活 動 収 入

投 資 活 動 収 入 計

預 り 敷 金 収 入

預り敷金積立資産取崩収入

収支予算書 （特別会計）
平成23年 4月 1日から平成24年 3月31日まで

事 業 費

駐 車 場 事 業 費

賃 貸 事 業 収 入

事 業 活 動 収 入

科 目

特 定 資 産 運 用 収 入

繰 入 金 支 出

管 理 費

一 般 管 理 費

人 件 費

支 払 利 息

受 託 事 業 費

Ⅰ

受 取 利 息

1

雑 収 入

受 託 事 業 収 入

事 業 収 入

駐 車 場 事 業 収 入

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

そ の 他 の 雑 収 入

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 収 支 の 部

事 業 活 動 支 出 計

2 事 業 活 動 支 出

賃 貸 事 業 費



 （課税対象公益事業） （単位 ： 千円）

平 成 23 年 度
予 算 額

①

平 成 22 年 度
予 算 額

②

増 減
① － ②

備 考

11,536 15,131 △ 3,595

11,536 13,340 △ 1,804

0 1,791 △ 1,791

186,590 223,368 △ 36,778

181,590 29,790 151,800

0 106,894 △ 106,894

1,500 935 565

0 49,332 △ 49,332

3,500 36,417 △ 32,917

20,000 20,000 0

20,000 20,000 0

0 6,175 △ 6,175

0 19 △ 19

218,126 264,693 △ 46,567

△ 213,600 △ 222,597 8,997

0 0 0

163,452 315,246 △ 151,794

163,452 315,246 △ 151,794

163,452 315,246 △ 151,794

△ 163,452 △ 315,246 151,794

20,000 0 20,000

（Ａ） △ 123,432 △ 247,411 123,979

（Ｂ） 407,444 654,855 △ 247,411

284,012 407,444 △ 123,432次 期 繰 越 収 支 差 額 （ Ａ ＋ Ｂ ）

当 期 収 支 差 額

前 期 繰 越 収 支 差 額

財 務 活 動 収 支 差 額

Ⅳ 予 備 費 支 出

退 職 給 付 引 当 資 産 支 出

建 物 附 属 設 備 建 設 支 出

構 築 物 建 設 支 出

借 入 金 返 済 支 出

財 務 活 動 収 入

財 務 活 動 収 入 計

１

科 目

長 期 借 入 金 返 済 支 出

財 務 活 動 支 出2

2

預 り 保 証 金 等 支 出

車 両 運 搬 具 購 入 支 出

投 資 活 動 支 出

そ の 他 支 出

ソ フ ト ウ ェ ア 購 入 支 出

什 器 備 品 購 入 支 出

その他固定資産取得支出

特 定 資 産 支 出

預 り 敷 金 積 立 資 産 支 出

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

預 り 敷 金 支 出

駐 車 場 預 り 保 証 金 支 出

財 務 活 動 支 出 計

投 資 活 動 収 支 差 額

財 務 活 動 収 支 の 部Ⅲ

投 資 活 動 支 出 計



（単位 ： 千円）

合 計 一 般 会 計 特 別 会 計 内 部 取 引 消 去

24 24 －

1,063,864 0 1,063,864

274 0 274

127 25 102

0 20,000 － △ 20,000

1,064,289 20,049 1,064,240 △ 20,000

560,192 14,000 546,192

204,404 4,776 199,628

24,800 0 24,800

0 － 20,000 △ 20,000

789,396 18,776 790,620 △ 20,000

274,893 1,273 273,620 0

4,594 68 4,526

4,594 68 4,526

11,839 303 11,536

186,590 0 186,590

20,000 0 20,000

218,429 303 218,126

△ 213,835 △ 235 △ 213,600

0 0 0

163,452 0 163,452

163,452 0 163,452

△ 163,452 0 △ 163,452

21,000 1,000 20,000

（Ａ） △ 123,394 38 △ 123,432

（Ｂ） 591,435 183,991 407,444

468,041 184,029 284,012

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

財 務 活 動 収 入 計

１

2

その他固定資産取得支出

特 定 資 産 支 出

財 務 活 動 収 支 の 部

財 務 活 動 収 入

Ⅲ

投 資 活 動 支 出 計

投 資 活 動 収 支 差 額

繰 入 金 支 出

科 目

Ⅰ

1

一 般 管 理 費

事 業 費

支 払 利 息

2

事 業 活 動 収 支 の 部

特 定 資 産 取 崩 収 入

投 資 活 動 収 入 計

投 資 活 動 支 出

預 り 保 証 金 等 支 出

前 期 繰 越 収 支 差 額

次 期 繰 越 収 支 差 額 （ Ａ ＋ Ｂ ）

収支予算書 （総括表）
平成23年 4月 1日から平成24年 3月31日まで

2

借 入 金 返 済 支 出

Ⅳ

財 務 活 動 支 出

基 本 財 産 運 用 収 入

事 業 活 動 収 入

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出

事 業 収 入

雑 収 入

繰 入 金 収 入

特 定 資 産 運 用 収 入

事 業 活 動 支 出 計

事 業 活 動 収 支 差 額

投 資 活 動 収 支 の 部

投 資 活 動 収 入１

Ⅱ

財 務 活 動 支 出 計

財 務 活 動 収 支 差 額

予 備 費 支 出

当 期 収 支 差 額
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